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第 3 章 砂防（土砂災害等対策）計画 

第 1 節 総 説 

＜標 準＞ 

砂防（土砂災害等対策）計画には、流域等における土砂の生産及びその流出に起因し発生す

る災害（土砂災害）を防止・軽減するための砂防基本計画、地すべり防止計画、急傾斜地崩壊

対策計画、雪崩による災害を防止・軽減するための雪崩対策計画がある。ここで言う、流域等

とは、流域、火山地・火山麓地、急傾斜地等をいう。また、土砂の生産とは、豪雨、融雪、地

震等による山腹や斜面の崩壊・侵食、土石流、地すべり、河床・河岸の侵食等の現象に伴う不

安定土砂の発生をいい、土砂災害の防止・軽減とは、山腹や斜面の崩壊・侵食、土石流の直撃

等の直接的な災害及び流出した土砂による貯水池の埋没や、流域等における土砂流出による扇

状地・谷底平野・沖積平野における河床の上昇による土砂・洪水氾濫等による直接的及び間接

的な災害から、国民の生命、財産及び生活環境、自然環境を守ることをいう。 

また、砂防（土砂災害等対策）計画の策定においては、地域の特性・土地利用状況等を踏ま

え、土石流、土砂・洪水氾濫、流木、地すべり、急傾斜地の崩壊による災害等が輻輳して発生

する土砂災害の防止・軽減を図るため、砂防設備等によるハード対策と警戒避難体制の整備、

土地利用規制等によるソフト対策を適切に組み合わせ、総合的な対策となるように計画するも

のとする。 

 

第 2 節 砂防基本計画に関する基本的な事項 

2．1 総 説 

＜標 準＞ 

砂防基本計画は、流域等における土砂の生産及びその流出による土砂災害を防止・軽減する

ため、計画区域内において、土砂災害を引き起こすような有害な生産・流出土砂を合理的かつ

効果的に処理するよう策定するものとする。砂防基本計画は対象流域等における様々な形態、

時間スケールの災害を引き起こす計画規模内のあらゆる土砂流出現象を対象とする。 

砂防基本計画には、災害を引き起こす現象、現象が生じる時間スケール、保全対象の位置な

どの対策の目的に応じ、 

A. 短期（一連の降雨継続期）土砂・流木流出による土砂災害を防止・軽減するための計画

（短期土砂・流木流出対策計画）対策計画 

B．中期（土砂流出活発期）土砂流出による土砂災害を防止・軽減するための計画（中期土

砂流出対策計画）対策計画 

C. 長期（土砂流出継続期）土砂流出による土砂災害を防止・軽減するための計画（長期土

砂流出対策計画）対策計画 

D. 火山砂防地域における土砂災害対策計画（火山砂防計画） 

E. 深層崩壊・天然ダム等異常土砂災害対策計画 

に細分されるものとする。砂防基本計画と現象が生じる時間スケール、保全対象の位置などの

対策の目的の関係は、図 3-1 に示すとおりである。対象とする現象が生じる時間スケールは短

期、中期、長期の 3 期間に細分され、それぞれ 

短期は、計画規模の現象が発生する一連の降雨継続期間 

中期は、短期の降雨により生産された土砂がその後の降雨により特に活発に移動する期間

（流出土砂が定常状態に落ちつくまでの数年間） 

長期は、流出土砂量が短期土砂・流木流出を引き起こした降雨イベントの前に比べて定常的

に流出土砂量が活発な状態が継続する期間（十年以上の期間） 

とし、短期、中期、長期において対象とする土砂流出のイメージは図 3-2 に示すとおりであ

る。上記 A～E の 5 つの計画は、発生する災害の現象、対策の目的によっては、地域的に重な
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り合うことがある。このような場合は、発生する災害の現象等に応じ、計画として分けて策定

するが、各々の計画間の整合が図られるよう相互調整を行う必要がある。 

 

 

図 3-1 砂防基本計画と現象が生じる時間スケール、保全対象などの対策の目的の関係（火

山砂防地域における土砂災害対策計画は除く） 

 

 

図 3-2 短期、中期、長期で対象とする土砂流出のイメージ 
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にある保全対象
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保全対象

貯水池
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（一連の降雨）

中期
（数年まで）

長期
（10年以上）

A. 短期（一連の降雨継続期）土砂流出による土砂災害対策計画

E. 深層崩壊・天然ダム等異常土砂災害対策計画

A-2. 
土石流・流木
対策計画

A-1. 土砂・洪水氾濫対策計画

A-3. 土砂・洪水氾濫時に流出する流木の対策計画

B. 中期（土砂流出活発期）土砂流出対策

C. 長期（土砂流出継続期）土砂流出対策

時間

土
砂
流
出

大規模土砂
生産イベント

土砂流出が
特に活発な期間

流域の荒廃により
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活発な期間が継続

短期（一連の降雨継続期）
土砂・流木流出対策

数ヶ月～数年

長期（活発な土砂流出が継続する時期）
土砂流出対策

短期土砂流出対策

大規模土砂
生産イベント

中期（土砂流出が特に活発な時期）
土砂流出対策
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2．2 短期（一連の降雨継続期）土砂・流木流出対策計画に関する基本的な事項 

2．2．1 総 説 

＜標 準＞ 

短期（一連の降雨継続期）土砂・流木流出対策計画は、 

A-1 土砂・洪水氾濫対策計画 

A-2 土石流・流木対策計画 

A-3 土砂・洪水氾濫時に流出する流木の対策計画 

からなるものとする。すなわち、山地域からの流出土砂に伴う河床上昇等により引き起こさ

れる扇状地、谷底平野、沖積平野で生じる土砂・洪水氾濫に対する対策（A-1）、土石流危険渓

流において生じる土石流・流木の直撃等の直接的な災害に対する対策（A-2）、山地域からの

流出した流木により河積が阻害されることなどにより引き起こされる扇状地、谷底平野、沖積

平野における土砂・洪水氾濫に対する対策）（A-3）に分類できる（図 3-1）。また、短期（一

連の降雨継続期）土砂・流木流出による流出した土砂・流木による貯水池の埋没は、土砂・洪

水氾濫対策計画に含める。 

 

2．2．2 土砂・洪水氾濫対策計画に関する基本的な事項 

（１） 総 説 

＜標 準＞ 

土砂・洪水氾濫対策計画の策定に当たっては、計画規模の土砂移動現象が発生しうる一連の

降雨による土砂・洪水氾濫によって、被害が生じるおそれのある扇状地、谷底平野、沖積平野

等に位置する保全対象を抽出・設定し、有害な土砂を合理的かつ効果的に処理するための土砂

処理計画を策定することを基本とする。 

 

（２） 計画規模 

＜標 準＞ 

土砂・洪水氾濫対策計画における対象降雨による計画規模の決定に当たっては、既往の災害

等における土砂移動現象の発生状況などを勘案し設定することを基本とする。対象降雨は保全

対象ごとに降雨の量、時間分布及び空間分布の 3 要素について定めることを基本とする。な

お、既往災害から決める場合であって、複数の対象降雨が候補となる場合、複数の降雨条件に

ついて解析を行うことを基本とする。 

 

（３） 保全対象・計画基準点等 

＜標 準＞ 

土砂・洪水氾濫対策計画では、計画規模の土砂移動現象が発生しうる一連の降雨による土砂・

洪水氾濫で被害が生じるおそれのある主たる保全対象を抽出・設定することを基本とする。 

計画基準点は、土砂・洪水氾濫対策計画で対象とする計画区域の最下流地点又は河川計画と

の関連地点、保全対象の上流地点、土砂の生産が見込まれる地域の最下流地点などに設けるも

のとする。 

なお、土砂の移動形態が変わる地点、支川内の保全対象の上流地点、本川と支川との合流点

等の土砂移動の状況を把握する必要がある場合には、複数の地点に補助基準点を設けるものと

する。 
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（４） 計画で扱う土砂量 

＜標 準＞ 

土砂・洪水氾濫対策計画では、計画で扱う土砂量として計画生産土砂量と計画流出土砂量を

設定することを基本とする。計画生産土砂量は、計画区域の現況調査資料、既往の災害資料、

類似地域の資料等を用いて過去の実績に基づき経験的に設定する手法と、数値計算など解析的

に設定する手法若しくはそれら両者を組み合わせた手法を適切に選択し、設定することを基本

とする。計画生産土砂量を設定するに当たっては、土砂の量及び質（粒径）、土砂生産の形態、

生産される場所、発生のタイミングを想定した上で設定することを基本とする。計画流出土砂

量は、流出解析、河床変動計算によって設定することを基本とする。 

なお、生産土砂量に関する調査については、河川砂防技術基準（調査編）の「砂防調査」を

参考にする。 

 

（５） 土砂処理計画 

＜標 準＞ 

土砂・洪水氾濫対策計画における土砂処理計画は、生産土砂量の調査、流出解析、河床変動

計算、氾濫解析に基づき策定することを基本とする。 

 

（６） 土砂生産抑制計画 

＜標 準＞ 

土砂・洪水氾濫対策計画における土砂生産抑制計画は、生産土砂量の調査、流出解析、河床

変動計算、氾濫解析により、砂防設備による土砂生産抑制効果の保全対象への影響・効果を評

価して定めることを基本とする。また、砂防設備による土砂生産抑制効果については、砂防設

備の規模及び地形、地質、植生の状況並びに地盤の安定状況などの調査により定めることを基

本とする。 

 

（７） 土砂流送制御計画 

＜標 準＞ 

土砂・洪水氾濫対策計画における土砂流送制御計画は、流出解析・河床変動計算・氾濫解析

により、砂防設備による保全対象への影響・効果を評価して定めることを基本とする。 

 

2．2．3 土石流・流木対策計画に関する基本的な事項 

（１） 総説 

＜標 準＞ 

土石流・流木対策計画は、土石流および土砂とともに流出する流木による災害から、国民の

生命、財産及び公共施設等を守ることを目的として、土石流および土砂とともに流出する流木

を合理的かつ効果的に処理するように策定することを基本とする。また、土石流危険渓流であ

っても流路が不明瞭で常時流水がない小規模渓流など流域の特性、想定される現象等を踏まえ

た計画策定を実施することを基本とする。 

また、土石流・流木対策施設が十分機能を発揮するため、土石流等の発生後や定期的に砂防

堰堤の堆砂状況等の点検を行い、除石（流木の除去を含む）等を実施するのに必要な除石計画

を検討することを基本とする。 
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（２） 計画規模 

＜標 準＞ 

土石流・流木対策計画の計画規模は、流域の特性、過去の降雨特性、当該渓流における過去

の土砂移動現象の発生状況等を総合的に考慮して定めることを基本とする。 

 

（３） 保全対象・計画基準点等 

＜標 準＞ 

土石流・流木対策計画における保全対象は、土石流危険区域内にある保全人口、人家等とす

ることを基本とする。 

土石流・流木対策計画における計画基準点は、一般には保全対象の上流等の谷の出口、土石

流の堆積開始地点又は土石流堆積開始地点より下流に施設を設置する場合には、当該施設下流

とすることを基本とする。また、土砂の移動形態が変わる地点や支渓の合流部等の土砂移動の

状況を把握する必要がある場合には、補助基準点を設けることを基本とする。 

 

（４） 計画で扱う土砂量・流木量 

＜標 準＞ 

土石流・流木対策計画で扱う土砂量・流木量として、計画流出量（計画流出土砂量・計画流

出流木量）、計画流下許容量（計画流下許容土砂量・計画流下許容流木量）、土石流ピーク流

量について、計画基準点において設定することを基本とする。計画流出量は計画流出土砂量と

計画流出流木量の和とし、計画流下許容量は計画流下許容土砂量と計画流下許容流木量の和と

することを基本とする。 

計画流出土砂量は、計画規模の土石流により、計画基準点まで流出する土砂量である。計画

流出流木量は、計画規模の土石流に含まれて、計画基準点まで流出する流木量である。 

計画流下許容土砂量は、計画規模の土石流が発生した場合に計画基準点より下流において災

害を発生することなく流れる土砂量として、計画流下許容流木量は計画基準点より下流で災害

を引き起こさない流木量としてそれぞれ設定することを基本とする。 

土石流ピーク流量は、「計画規模の土石流」が計画基準点を通過する際の流量の最大値とす

る。 

 

（５） 土石流・流木処理計画 

＜標 準＞ 

土石流・流木処理計画は、「計画規模の土石流」および土砂とともに流出する流木等によっ

て生じる被害を防止・軽減するために、砂防設備等により「計画規模の土石流」および土砂と

ともに流出する流木等を合理的かつ効果的に処理するよう定めることを基本とする。 

 

2．2．4 土砂・洪水氾濫時に流出する流木の対策計画に関する基本的な事項 

（１） 総 説 

＜標 準＞ 

土砂・洪水氾濫時に流出する流木の対策計画は、土砂・洪水氾濫対策計画を策定する流

域のうち、流木の発生・流出による被害が予想される流域を対象に、流木を砂防設備等に

より合理的かつ効果的に処理するよう定めることを基本とする。 
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（２） 計画規模 

＜標 準＞ 

土砂・洪水氾濫時に流出する流木の対策計画の計画規模は、流域の特性、過去の降雨特性、

当該渓流における過去の土砂移動現象の発生状況等を総合的に考慮して、土砂・洪水氾濫対策

計画と整合するように定めることを基本とする。 

 

（３） 保全対象・計画基準点等 

＜標 準＞ 

土砂・洪水氾濫時に流出する流木の対策計画で対象とする保全対象は、土砂・洪水氾濫時に

流出する流木によって被害が生じるおそれのある扇状地、谷底平野、沖積平野等に位置する人

家、インフラ、ライフライン等のほか、流木が橋梁、ボックスカルバート等を閉塞させて生じ

る土砂・流木等の氾濫範囲に位置する人家、インフラ、ライフライン等である。 

流木の流出を抑制することにより、橋梁の流失による交通途絶、ダム等の構造物機能の低下

や港や海岸への流木の集積による被害の防止に資する場合は、これらの公共施設も保全対象と

する。 

土砂・洪水氾濫時に流出する流木の対策計画の計画基準点は、一般に保全対象のある地域の

上流に設けるものとし、土砂流出対策の施設を有効に活用した流木対策施設の配置とするた

め、土砂・洪水氾濫対策の計画基準点等と同一の地点とすることを基本とする。 

 

（４） 計画で扱う流木量 

＜標 準＞ 

土砂・洪水氾濫時に流出する流木の対策計画で扱う流木量として計画発生流木量、計画流出

流木量を設定することを基本とする。計画発生流木量および計画流出流木量は、対象区域の現

況調査資料、既往の災害資料、類似地域の資料等を用いて定めることを基本とする。算定にあ

たっては、河川砂防技術基準調査編の「流域・水系における流木調査」を参考にする。なお、

伐木、用材の流出等、人為的に発生したものは計画の対象に含めない。 

 

（５） 流木処理計画 

＜標 準＞ 

土砂・洪水氾濫時に流出する流木の対策計画における流木処理計画は、計画流出流木量の流

木の流出によって生じる被害を防止・軽減するためを砂防設備等により合理的かつ効果的に流

木を処理するよう定めることを基本とする。なお、計画の策定に当たっては、土砂・洪水氾濫

対策における土砂処理計画、土石流・流木処理計画と整合を図ることを基本とする。 

 

2．3 中期（土砂流出活発期）土砂流出対策計画に関する基本的な事項 

2．3．1 総 説 

＜標 準＞ 

中期土砂流出対策計画の策定にあたっては、大規模土砂生産現象発生後の土砂流出が活発な

概ね数年間における降雨による土砂流出によって、被害が生じるおそれのある扇状地、谷底平

野、沖積平野等に位置する保全対象に対する有害な土砂を合理的かつ効果的に処理するための

土砂処理計画を策定することを基本とする。 
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2．3．2 計画規模 

＜標 準＞ 

中期土砂流出対策計画の計画規模は、流域の特性、過去の降雨特性、当該渓流における過去

の土砂移動現象の発生状況等を総合的に考慮して定めることを基本とする。 

 

2．3．3 保全対象・計画基準点等 

＜標 準＞ 

中期土砂流出対策における保全対象・計画基準点等は、本章 第 2 節 2.2.2（3）に準じて定

めることを基本とする。 

 

2．3．4 計画で扱う土砂量 

＜標 準＞ 

中期土砂流出対策計画では、計画で扱う土砂量として計画流出土砂量を設定することを基本

とする。計画流出土砂量は、大規模な土砂生産後、それ以前の土砂流出状況より土砂流出が活

発な期間における平均的な数ヶ月から数年間の流出土砂量とする。 

 

2．3．5 中期土砂流出対策における土砂処理計画 

＜標 準＞ 

中期土砂流出対策計画では、事前対策と大規模土砂生産が生じた後に実施する緊急的な対策

を組み合わせた土砂処理計画を策定することを基本とする。また、中期土砂流出対策の土砂処

理計画の効果評価は河床変動計算に基づいて行うことを基本とする。 

 

2．4 長期（土砂流出継続期）土砂流出対策計画に関する基本的な事項 

2．4．1 総 説 

＜標 準＞ 

長期土砂流出対策計画の策定にあたっては、長期間継続的に生じる土砂流出によって、被害

が生じるおそれのある扇状地、谷底平野、沖積平野等に位置する保全対象に対する有害な土砂

を合理的かつ効果的に処理するための土砂処理計画を策定することを基本とする。 

 

2．4．2 計画規模 

＜標 準＞ 

長期土砂流出対策計画の計画規模は、流域の特性、過去の降雨特性、当該渓流における土砂

流出状況等を総合的に考慮して定めることを基本とする。 

 

2．4．3 保全対象・計画基準点等 

＜標 準＞ 

長期土砂流出対策における保全対象・計画基準点等は、本章第 2 節 2.3.3 に準じて定めるこ

とを基本とする。 

 

2．4．4 計画で扱う土砂量 

＜標 準＞ 

長期土砂流出対策計画で扱う土砂量は、大規模土砂生産後から数年経過した後の恒常的に流

出する平均的な年流出土砂量とする。 
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2．4．5 長期土砂流出対策における土砂処理計画 

＜標 準＞ 

長期土砂流出対策における土砂処理計画は、土砂生産抑制計画によることを基本とする。 

 

2．5 火山砂防地域における土砂災害対策計画（火山砂防計画）に関する基本的な事項 

2．5．1 総 説 

＜標 準＞ 

火山砂防計画は火山砂防地域において、火山噴火に起因する土砂移動に対応する噴火対応火

山砂防計画と、それ以外の通常の土砂移動に対応する通常対応火山砂防計画からなる。 

噴火対応火山砂防計画は、通常対応火山砂防計画と整合を図るものとし、計画的に実施が必

要な対策を定める基本対策計画と、突発的な火山噴火災害の被害を軽減する方策としての火山

噴火緊急減災対策砂防計画からなる。 

火山砂防計画は、火山砂防地域において、発生する土砂災害から国民の生命、財産及び公共

施設等を守ることを目的として策定することを基本とし、対象とする土砂移動現象は、火山ご

とに、過去の噴火活動履歴あるいは火山周辺の自然条件や現在の活動状況等から判断して発生

が想定される現象を設定することを基本とする。 

 

2．5．2 計画規模 

＜標 準＞ 

噴火対応火山砂防計画の基本対策計画において対象とする土砂移動現象の規模は、過去の噴

火活動履歴と土砂移動現象あるいは火山周辺の自然条件や現在の火山活動状況、火山砂防地域

の自然・社会的特性、事業効果等から総合的に判断して定めることを基本とする。 

 

2．5．3 保全対象・計画基準点等 

＜標 準＞ 

噴火対応火山砂防計画の基本対策計画の保全対象は、当該地域の蓋然性が高い火山活動に伴

う土砂災害による被害想定範囲内にある保全人口、人家、インフラ、ライフライン等とする。 

計画基準点等は、2.2.2(3)および 2.2.3(3)に準じて定めるものとする。 

 

2．5．4 計画で扱う土砂量 

＜標 準＞ 

噴火対応火山砂防計画の基本対策計画の対象土砂量は、過去の噴火時の噴出物量、対象火山

の噴火履歴や特性を勘案して、対象現象ごとに設定することを基本とする。 

 

2．5．5 土砂処理計画 

＜標 準＞ 

噴火対応火山砂防計画の基本対策計画のハード対策は、対象とする土砂移動現象に即した合

理的かつ効果的な対策手法からなる土砂処理計画を策定することを基本とする。 

また、土砂処理計画の効果評価については、数値計算を用いることを基本とする。 
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2．6 深層崩壊・天然ダム等異常土砂災害対策計画に関する基本的な事項 

2．6．1 総 説 

＜標 準＞ 

深層崩壊・天然ダム等異常土砂災害対策計画は、深層崩壊・天然ダムによる異常な土砂移動

に伴い発生する災害から、国民の生命、財産及び公共施設等を守ることを目的として策定する

ものとする。深層崩壊は、崩壊土砂が保全対象を直撃するにとどまらず、大規模な土石流とな

るほか、河道を閉塞して天然ダムを形成するなど、複数の現象が生じる。そのため、深層崩壊・

天然ダム等に起因する土砂災害対策計画は、これらの現象に応じて策定することを基本とす

る。 

 

2．6．2 計画規模 

＜標 準＞ 

深層崩壊・天然ダム等異常土砂災害対策計画において対象とする土砂移動現象の規模は、過

去の深層崩壊の規模、深層崩壊に起因して生じる土石流や天然ダムの決壊による土石流や土

砂・洪水氾濫等の土砂移動現象等を総合的に考慮して定めることを基本とする。また、天然ダ

ム形成時に緊急に実施するハード対策については、対策の対象とする天然ダムを越流する流量

規模を設定することを基本とする。 

 

2．6．3 保全対象・計画基準点等 

＜標 準＞ 

深層崩壊・天然ダム等異常土砂災害対策計画の保全対象は当該地域で発生の蓋然性が高い深

層崩壊による土砂流出現象による被害想定範囲内にある保全人口、人家、インフラ、ライフラ

イン等とする。計画基準点等は、2.2.2(3)および 2.2.3(2)に準じて定めるものとする。 

 

2．6．4 計画で扱う土砂量 

＜標 準＞ 

深層崩壊・天然ダム等異常土砂災害対策計画で扱う土砂量として計画生産土砂量、計画流出

土砂量を設定することを基本とする。深層崩壊・天然ダム等異常土砂災害対策計画における計

画生産土砂量は、計画規模の深層崩壊に伴う生産土砂量とする。 

深層崩壊に起因して発生する土石流の計画流出土砂量は、計画生産土砂量を基に数値計算に

より定めることを基本とする。また、天然ダムの破壊により生じる土石流や土砂・洪水氾濫の

計画流出土砂量は、計画生産土砂量を基に天然ダムの高さなど形状や湛水規模を推定した上

で、数値計算を実施して行うことを基本とする。 

 

2．6．5 深層崩壊・天然ダム等異常土砂災害対策における土砂処理計画 

＜標 準＞ 

深層崩壊・天然ダム等による異常土砂災害対策計画のハード対策は、対象とする土石等の移

動現象に即した適切な対策手法からなる土砂処理計画を策定することを基本とする。土砂処理

計画の効果評価については土石流計算、河床変動計算等による数値計算を用いることを基本と

する。 
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第 3 節 地すべり防止計画に関する基本的な事項 

3．1 総 説 

＜標 準＞ 

地すべり防止計画は、地すべり現象が地形、地質、地質構造等の地すべりにおかれている環

境によって異なることから、調査により対象とする地すべりの特徴を的確に把握し、効果的な

対策を実施できるよう計画を定めるものとする。 

 

3．2 計画規模 

＜標 準＞ 

地すべり防止計画における計画規模は、地すべりの現象、保全対象の重要度、事業の緊急性、

事業効果等を総合的に考慮して定めることを基本とする。 

 

3．3 保全対象 

＜標 準＞ 

地すべり防止計画における保全対象は、対象とする地すべりの規模や発生・運動機構等を考

慮して特定することを基本とする。 

保全対象は以下の被害形態を考慮して定めるものとする。 

①地すべり斜面上の人命、人家、道路、田畑、公共施設、インフラ、ライフライン等への被

害 

②地すべり斜面より下方に位置する人命、人家、道路、田畑、公共施設、インフラ、ライフ

ライン等への地すべりの移動に伴う被害 

③天然ダム部上流域の浸水被害 

④天然ダムの決壊による下流域の土石流、洪水被害 

 

3．4 計画安全率 

＜標 準＞ 

地すべり防止計画では、地すべり運動ブロック毎に計画安全率（P.Fs）を定めることを基本

とする。 

 

3．5 地すべり防止計画 

3．5．1 総 説 

＜標 準＞ 

地すべり防止計画におけるハード対策は、事前に実施される地すべり調査、解析結果を踏ま

えて、それぞれの地すべりの現象（地形、地質、規模、滑動状況等）、計画安全率等を勘案し、

周囲の環境との調和などを十分考慮して適切な工法を選定し、定めるものとする。 

 

3．5．2 地すべり防止工事基本計画 

＜必 須＞ 

地すべり防止工事基本計画においては、以下の事項を定めるものとする。 

・地すべり防止工事を施行しようとする区域 

・施行しようとする地すべり防止工事（地すべり防止施設の新設又は改良を除く。）の種類、

施行箇所及び規模又は新設し、若しくは改良しようとする地すべり防止施設の種類、配置、

構造及び規模 

・施行しようとする地すべり防止工事に要する費用の概算額 

・施行しようとする地すべり防止工事によって利益を受ける地域及びその状況 
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第 4 節 急傾斜地崩壊対策計画に関する基本的な事項 

4．1 総 説 

＜標 準＞ 

急傾斜地崩壊対策計画は、急傾斜地の崩壊の機構が地形、地質等の急傾斜地のおかれている

環境によって異なることから、調査により対象とする急傾斜地の特徴を的確に把握し、効果的

な対策を実施できるよう計画を定めるものとする。 

 

4．2 保全対象 

＜標 準＞ 

急傾斜地崩壊対策計画で対象とする保全対象は、急傾斜地の崩壊により被害が生ずるおそれ

のある保全人口、人家、インフラ、ライフライン等とする。 

 

4．3 計画で扱う諸量 

＜標 準＞ 

急傾斜地崩壊対策計画における計画で扱う諸量は、勾配、高さ、崩壊深、土砂量、落石の大

きさ等であり、それぞれ既往の崩壊事例、資料、地形調査、植生調査、地盤調査等により定め

ることを基本とする。 

 

4．4 急傾斜地崩壊対策計画 

＜標 準＞ 

急傾斜地崩壊対策計画は、対象となる斜面の地形、地質、崩壊の要因、形態を想定し、周囲

の環境との調和などを十分考慮して適切な工法を選定し、定めることを基本とする。 

 

第 5 節 雪崩対策計画に関する基本的な事項 

5．1 総 説 

＜標 準＞ 

雪崩対策計画は、雪崩現象が地形、植生、気象等の計画箇所におかれている環境によって異

なることから、調査により対象とする雪崩の特徴を的確に把握し、効果的な対策を実施できる

よう計画を定めるものとする。 

 

5．2 保全対象 

雪崩対策策計画で対象とする保全対象は、雪崩により被害が生ずるおそれのある保全人口、

人家、インフラ、ライフライン等とする。 

 

5．3 計画で扱う諸量 

＜標 準＞ 

雪崩対策計画で扱う諸量は雪崩の種類、設計積雪深、雪崩の到達範囲、層厚増加等であり、

それぞれ積雪・気象調査資料、地形調査、植生調査、雪崩調査等により定めるものとする。 

 

5．4 雪崩対策計画 

＜標 準＞ 

雪崩対策計画は、対象となる箇所の斜面の特性、雪崩の種類、設計積雪深、雪崩の到達範囲、

斜面の雪崩危険度評価等を勘案し、周囲の環境との調和などを十分考慮して適切な雪崩対策施

設を選定し定めるものとする。 
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第 6 節 自然環境への配慮等 

6．1 総 説 

＜標 準＞ 

砂防基本計画、地すべり防止計画、急傾斜地崩壊対策計画及び雪崩対策計画の策定に当たっ

ては、計画区域及びその周辺における自然環境・景観等に十分配慮することを基本とする。 

 

6．2 都市山麓グリーンベルト整備計画 

6．2．1 総 説 

＜標 準＞ 

都市山麓グリーンベルト整備計画は、都市山麓グリーンベルトの基本構想を踏まえ、地域計

画等と整合を図り、砂防設備、地すべり防止施設、急傾斜地崩壊防止施設等の整備による対策

と、砂防指定地の適切な管理及び各種の法令等による適切な土地利用の誘導により、土砂災害

に強い地域づくりを行うことを基本とする。 

 

6．2．2 対策の基本 

＜標 準＞ 

都市山麓グリーンベルト整備計画は、砂防指定地の管理の一環として、樹林が有する表面

侵食などによる土砂生産や土砂流出の抑制等の機能の維持・増進を図るために行う樹林の保

全・育成、樹林構造の改善等を実施するとともに、砂防設備等による対策等を一体的に実施

することによって、面的な防災空間の創出と保全が図られるように計画することを基本とす

る。 
砂防指定地において、砂防設備等による対策等を一体的に実施することによって、面的な防

災空間の創出と保全が図られるように計画するものとする。特に、都市山麓グリーンベルト整

備計画では、無秩序な市街化の防止を図り、当該地域の安全を確保するために、他事業や各種

法令に基づく土地利用規制と連携を図ることを基本とする。 
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第2章 河川施設配置計画 

第 2-1章 河道並びに河川構造物 

第2節 捷水路及び放水路 

2．1 捷水路及び放水路の計画 

＜標 準＞ 

捷水路及び放水路などの新川の設定に当たっては、洪水の安全な流下を図るとともに、新川

及び周辺の環境、現在及び将来の社会環境、周辺の地下水位、地下水の水質、用排水路系統、

堤内地の内水対策、新川の整備後の河道の維持管理等を考慮するとともに、放流先水域の環境

への影響や分流元河川の環境への影響についても検討し、適切な計画を策定するものとする。 

 

2．2 トンネル構造による河川 

2．2．1 計画の基本 

＜標 準＞ 

トンネル構造による河川は、地形の状況、そのほか特別の理由によりやむを得ない場合に限

り設けるものとし、ルートは、地形・地質条件、地上の利用条件、地下埋設物等の調査を行っ

て決定するものとする。なお、線形は著しい屈曲を避けるよう定めるものとする。 

また、特にやむを得ない場合を除き現状河道は確保するものとする。 

 

2．2．2 断面及び縦断勾配 

＜標 準＞ 

トンネルの断面は、設計流量の流下に必要な断面積のほかに、原則として十分な空面積を確

保するものとする。 

さらに、トンネルの縦断勾配は、洪水処理機能の確保、水理的な安定性、維持管理上の観点

から適切な勾配を決めるものとする。 
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第 2 章 河川施設配置計画 

第 2-1 章 河道並びに河川構造物 

第3節 貯水池（ダム） 

3．1 洪水調節計画 

3．1．1 ダムの計画高水流量 

＜必 須＞ 

ダムの計画高水流量は、下流の計画基準点の基本高水に対するダムの効果、ダム地点直下の

河道に対するダムの効果、水系全体の洪水調節施設計画との均衡等を総合的に検討するため、

基本計画編 第 2章 第 2節 2.7 基本高水の決定 で決定された基本高水に対応するダム地点の

ハイドログラフ、及びダム地点を計画基準点としている場合はダム地点におけるハイドログラ

フのピーク流量、洪水調節容量について検討し、合理的に決定するものとする。 

 

＜標 準＞ 

具体的にダムの計画高水流量を決定するには、 

１）基本高水決定に用いたハイドログラフ群に対応するダム地点のハイドログラフのピー

ク流量が最大となるハイドログラフ及び洪水調節容量が最大となるハイドログラフ 

２）ダム流域の対象降雨より求められるダム地点のハイドログラフ群のピーク流量が最大

となるハイドログラフ及び洪水調節容量が最大となるハイドログラフ 

を検討し、ピーク流量の最も大きいもので決定することを標準とする。 

 

3．1．2 洪水調節方式 

＜標 準＞ 

ダムによる洪水調節方式は、下流計画基準点に対し目標とする洪水調節効果を確実に挙げる

方式の中から、洪水流出の特性、調節効率、操作の確実性、維持管理の容易性、既設ダムを含

むダム群全体の運用の最適化等を考慮して決定することを標準とする。 

 

3．1．3 洪水調節容量 

＜必 須＞ 

洪水調節容量は、洪水調節計画で対象とするハイドログラフ及び調節方式から設定し、余裕

を見込むものとする。 

 

＜標 準＞ 

具体的に貯水池の洪水調節容量を決定するには、基本高水の決定に用いたハイドログラフ群

に対応するダム地点のハイドログラフ及びダム流域の対象降雨より求められるダム地点のハ

イドログラフ群について洪水調節計算を行い、必要とされる調節容量の最も大きいものに原則

として２割程度の余裕を見込んで決定することを標準とする。 

 

3．2 そのほかの計画 

3．2．1 流入土砂対策に関する計画 

＜標 準＞ 

貯水池の機能保持、総合的な土砂管理及び河川環境等の整備と保全を図るため、必要に応じ

て流入土砂対策に関する計画を策定することを標準とする。 
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3．2．2 貯水池周辺の地すべり防止計画 

＜標 準＞ 

貯水池内又は貯水池に近接する土地において、ダムの運用に起因する地すべりを防止するた

め、貯水池周辺の地すべり調査を実施した上で、必要がある場合には、地すべり防止工を計画

することを標準とする。ただし、ダム再生として、堤体のかさ上げを伴わず、貯水池の運用変

更のみを実施する場合は、既設ダムにおける貯水位の変動実績等に基づき、運用変更後におけ

る貯水池周辺斜面の安定性を確認することを標準とする。 

 

3．2．3 貯水池周辺の漏水防止計画 

＜標 準＞ 

貯水池に近接する土地において、流水の貯留に起因する貯水池からの漏水に対し、貯水池の

機能を保持することを目的として、貯水池周辺の地質調査を実施した上で、必要に応じて貯水

池周辺の漏水防止工を計画することを標準とする。ただし、ダム再生として、堤体のかさ上げ

を伴わず、貯水池の運用変更のみを実施する場合は、既設ダムにおける貯水位の変動実績等に

基づき、運用変更後における貯水池周辺の遮水性を確認することを標準とする。 

 

3．2．4 管理用水力発電計画 

＜標 準＞ 

ダム管理の合理化及びダムの包蔵する水力エネルギーの適正利用を図ることを目的として、

管理用水力発電施設の設置を検討することを標準とする。 

 

3．3 環境に関する検討事項 

＜必 須＞ 

ダムを計画するに当たっては、水・土壌等の環境、動植物の良好な生息・生育・繁殖環境、

人と河川との豊かな触れ合い、環境への負荷の視点から環境への影響を十分に考慮するものと

する。 

特に、ダム建設後の流況の変化等による下流河川の環境への影響等を十分勘案するものとす

る。 

また、流域の自然環境及び社会環境を踏まえ、環境への影響を極力、回避・低減するととも

に、新たな環境の創出についても考慮するものとする。 

 

＜標 準＞ 

１） ダムを計画するに当たり、以下に示す事項について留意することを標準とする。 

a) 水・土壌等の環境の保全 

ダムを計画するに当たっては、水・土壌等への影響が考えられるため、以下の事項を勘案

することを標準とする。 

・ 水環境(土砂による水の濁り、水温、富栄養化、溶存酸素量、水素イオン濃度)の指標で

示される水質の変化 

・ 地形・地質、地盤及び土壌等の改変並びに地下水の変化 

b) 動植物の良好な生息・生育・繁殖環境の保全 

ダムを計画するに当たっては、動植物の良好な生息・生育・繁殖環境の保全の視点から、

以下の事項を勘案することを標準とする。 

 

 



 

施設配置等計画編 第 2章 第 2-1章 第 3節 - 3 

動物 ・ 重要な種の繁殖地等の主要な生息地の改変 

・ 重要な種の移動経路の分断 

・ 注目すべき生息地の改変 

・ 重要な種及び注目すべき生息地の生息環境の変化(改変部付近の環境の変化、

ダム下流河川の河床構成材料、流況、水質の変化) 

植物 ・ 重要な種及び群落の生育地の改変 

・ 重要な種及び群落の生育環境の変化(改変部付近の環境の変化、ダム下流河川

の河床構成材料、流況、水質の変化) 

生態系 上位性の注目種に対する改変及び変化 

・ 繁殖地等の生息地の改変 

・ 移動経路の分断 

・ 生息・生育・繁殖環境の変化(ダム下流河川の河床構成材料、流況、水質の変

化) 

典型性の注目種に対する改変及び変化 

・ 生息・生育・繁殖環境の改変 

・ 生息・生育・繁殖環境の変化(貯水池の出現、貯水池内の堆砂による生息・生

育・繁殖環境の変化、ダム下流河川の河床構成材料、流況、水質の変化) 

特殊性の注目種に対する改変及び変化 

・ 生息・生育・繁殖環境の改変 

・ 生息・生育・繁殖環境の変化(地下水位の変化、改変部付近の環境の変化、ダ

ム下流河川の河床構成材料、流況、水質の変化) 

移動性の注目種に対する改変及び変化 

・ 移動経路の分断 

c) 人と河川との豊かな触れ合いの場の維持 

① 良好な景観の維持 

ダムを計画するに当たっては、良好な景観の維持の視点から、以下の事項を勘案する

ことを標準とする。 

・ 主要な眺望点及び景観資源の改変の程度 

・ 主要な眺望景観の変化 

・ 地形及び地質、文化財への配慮 

② 触れ合い活動の場の維持 

ダムを計画するに当たっては、触れ合い活動の場の確保の視点から、以下の事項を勘

案することを標準とする。 

・ 触れ合い活動の場及び自然資源の改変の程度(消滅・縮小) 

・ 触れ合い活動の場の利用性の変化 

・ 触れ合い活動の場の快適性の変化 

d) 環境への負荷の量 

ダムを計画するに当たっては、環境への負荷の量の程度を踏まえ、以下の事項を勘案する

ことを標準とする。 

・ 建設副産物(廃棄物、再生資源)の量 

２） ダム下流の河川に対する必要な流量の確保や流況の変化等は、ダム計画の基本となる

部分であるため、計画段階から十分勘案しておくことを標準とする。 

・ 流況の変化による河床構成材料の変化(アーマー化) 

・ 冠水頻度の変化 
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・ 親水区域 

・ 回遊魚等の遡上・降下 

・ 河川水位の変化による地下水の変化 

 

３） 環境の保全という視点だけでなく、新たな環境の創出という視点が必要であり、計画

段階で十分配慮することを標準とする。 

・ 周辺環境と調和のとれた水源地整備 

・ ダム堤体の景観デザイン 

・ ダム堤体、原石山及び土捨場の出現による触れ合いの場の形成 
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第2章 河川施設配置計画 

第 2-1 章 河道並びに河川構造物 

第4節 遊水地等 

4．1 計画の基本 

＜標 準＞ 

遊水地等の計画に当たっては、地形、土地利用の状況、地下水位、河川の状況、自然環境、

流量調節条件、越流頻度、経済性、維持管理などを考慮するものとする。 

 

4．2 遊水地等の位置の選定 

＜標 準＞ 

遊水地等は、洪水防御の対象地域に対する洪水調節効果が確実で貯水容量の確保が有利であ

る地点に設けるものとする。 

 

4．3 洪水調節計画 

4．3．1 調節施設の計画 

＜標 準＞ 

遊水地等の調節施設は、調節の目的に応じた効果を確実に挙げるような十分な調節機能を有

するように計画するものとする。 

 

4．3．2 調節開始流量 

＜標 準＞ 

調節開始流量は、調節の目的、洪水流出の特性などを考慮して、所期の効果を確実に挙げる

よう決定するものとする。 
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第2章 河川施設配置計画 

第 2-1 章 河道並びに河川構造物 

第5節 堰、水門、樋門 

5．1 設置の基本 

＜標 準＞ 

堰等の設置位置は、河道計画やその設置目的に応じて選定し、治水・利水・環境面を総合的

に勘案し、河道の湾曲部や河道断面の狭小な箇所、河状の不安定な箇所等はできるだけ避ける

ものとする。また、これらは極力統合に努め、設置箇所数を少なくするものとし、個々の施設

配置計画にあたっては、点検・整備・補修スペースの確保等、維持管理面に配慮するものとす

る。 

 

5．2 堰の湛水位 

＜標 準＞ 

堰の計画湛水位は、原則として高水敷高より 50cm 以上低くするとともに、堤内地盤高以下

とする。 

ただし、盛土等適切な措置を講じた場合にはこの限りではない。 

 

5．3 堰の魚道 

＜標 準＞ 

堰の建設により遡上・降下する魚類等への影響が懸念される場合には、魚道を設置するもの

とする。 
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施設配置等計画編 第 2章 第 2-1章 第 6節 - 1 

第2章 河川施設配置計画 

第 2-1 章 河道並びに河川構造物 

第6節 流況調整河川計画 

＜標 準＞ 

流況調整河川の計画策定に当たっては、新川及び周辺の環境、現在及び将来の社会環境、周

辺の地下水位、地下水の水質、用排水路系統、堤内地の内水対策を考慮するとともに、導水先

水域の環境への影響や導水元河川の環境への影響についても検討し、適切な計画を策定するこ

とを標準とする。 
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施設配置等計画編 第 2章 第 2-3章 - 1 

第2章 河川施設配置計画 

第 2-3 章 多目的施設 

第1節 総説 

1．1 多目的施設の計画 

＜標 準＞ 

多目的施設を計画する場合には、治水上、利水上、環境上のそれぞれの目的の必要性、事業

ごとの経済性、多目的施設としての運用の容易性・効率性、自然環境の保全や自然環境との調

和、社会環境に与える影響等について検討することを標準とする。その際、既設の多目的施設

についても、長寿命化、維持管理の効率化、治水・利水機能の増強、河川環境の改善、地域の

活性化等の観点から、積極的に既設施設の有効活用について検討することを標準とする。 

 

1．2 多目的施設の位置 

＜標 準＞ 

多目的施設の位置は、それぞれの目的とする機能が確保される複数の候補サイトの中から、

地形・地質調査、環境調査等の調査結果、事業効果、地域の実態、経済性などを総合的に勘案

して最適なものを選定することを標準とする。 

地形・地質調査は、多目的施設を建設・維持するために、また、環境調査は、多目的施設周

辺の環境を保全するために必要不可欠な調査であって、位置を選定する際の重要な情報とな

る。 

 

第2節 施設基本計画 

2．1 計画の調整 

＜必 須＞ 

多目的施設計画の作成に当たっては、各目的にとって支障のない施設の運用方法とするた

め、計画の検討にあたって関係者間の調整をしなければならない。 

 

2．2 経済性の検討（費用対効果分析） 

＜必 須＞ 

多目的施設の計画の決定に当たっては、事業ごとに、その経済性を検討しなければならない。

原則として事業を実施することによる総便益が事業に要する総費用を上回るものでなければ

ならない。 

総便益や総費用の算定に当たっては、事業ごとに適切な手法を選択するものとする。 

 

2．3 多目的貯水池計画 

2．3．1 必要容量の算定及び配分 

＜標 準＞ 

各目的別の必要容量は、本章 2.3.2  洪水調節容量 ～2.3.7 堆砂容量 により算定すること

を標準とする。 

流水の正常な機能の維持及び新規利水目的等に係わる容量の算定に当たっては、既往の水文

資料からできるだけ長期間（20～30 年やむを得ぬ場合は 10 年程度）の資料を収集し、10 力年

第 1 位相当（過去 20 年第 2 位～過去 30 年第 3 位）の渇水時の流況を基準とすることを標準と

する。 

多目的貯水池における目的ごとの貯水容量は、限られた施設サイトを有効に活用するよう洪

水調節、流水の正常な機能の維持、新規利水等に配分することを基本とする。 

 



 

施設配置等計画編 第 2章 第 2-3章 - 2 

2．3．2 洪水調節容量 

＜標 準＞ 

第 2-1 章 河道並びに河川構造物 第 3 節 貯水池（ダム） 3.1.3 洪水調節容量 による。 

 

2．3．3 流水の正常な機能を維持するための容量(不特定容量) 

＜標 準＞ 

不特定容量は、渇水基準年において、「流水の正常な機能を維持するために必要な流量（以

下「正常流量」という。）」を確保できる容量とし、計画基準点における正常流量と自然流量

との過不足計算により求めることを標準とする。 

 

 



 

施設配置等計画編 第 2章 第 2-3章 - 3 

2．3．4 かんがい容量 

＜標 準＞ 

かんがい容量は、渇水基準年において、取水地点における計画取水量と正常流量、貯留制限

等の条件を考慮した後の取水地点における流量との過不足計算により求めることを標準とす

る。 

かんがい用水の計画取水量は、補給区域の地区別、期間別の必要水量にその地区の既得水利

並びに有効雨量を考慮し、取水地点において必要な取水量を期間別に定めることを標準とす

る。 

かんがい容量決定における利水計算に際しては、基準年における所要取水量波形を対象に

（有効雨量は差し引く）計算を行い、必要容量を算定することを標準とする。 

渇水基準年については、多目的施設計画の対象となっている各種利水目的相互間の調整を図

るため、共通の渇水基準年を対象として計画することを標準とする。 

 

 

2．3．5 都市用水容量 

＜標 準＞ 

都市用水容量は、都市用水の必要取水量を期間別に定め、渇水基準年における取水地点での

正常流量、貯留制限の条件を考慮した後の取水地点での流況に対する過不足計算により求める

ことを標準とする。なお、利水必要取水量の計算は、都市用水、かんがい用水等を同列に考え

ることを標準とする。 

 

2．3．6 発電容量 

＜標 準＞ 

発電容量は、電力需要の状況、利用落差などを考慮の上、ほかの目的との調整を行い、経済

的に定めることを標準とする。 

発電計画は 10 年以上にわたる流量資料をもとに計算を行うことを標準とする。 

 



 

施設配置等計画編 第 2章 第 2-3章 - 4 

2．3．7 堆砂容量 

＜標 準＞ 

堆砂容量は、100 年間に貯水池内に堆積すると推定される土砂量（計画堆砂量）に基づいて

設定することを標準とする。 

洪水吐きより土砂を流下させる構造としたもの、貯水池への流入土砂を計画的に排除するも

の等、特別の対策を講じたものについては、計画堆砂量を減ずることができるものとする。 
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